（様式第１）
番　　　　　号　　
年　　月　　日　　
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理事長　殿
　　　
申請者　　住　　　所　　　　　　　　
名　　　称　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　

ディープテック・スタートアップ支援事業費補助金交付申請書
（・・補助事業名・・）

　上記の件について、ディープテック・スタートアップ支援事業費補助金の交付を受けたいので、ディープテック・スタートアップ支援事業費補助金交付規程第７条第１項の規定に基づき下記のとおり申請します。

記

　１　　補助事業の名称
　２　　補助事業の概要
　３　　補助事業の総費用　　　　　　　　円
　４　　補助金交付申請額　　　　　　　　円
　５　　補助率
　６　　補助事業の開始及び終了予定年月日
　　　　　開始年月日　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　終了予定年月日　　　　　　年　　月　　日
　７　　補助事業期間における資金計画
（１）収支計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	区分
	年度
	年度
	年度
	計

	支出
	補助事業に要する経費
	
	
	
	

	収入
	Ⅰ．自己資金
	
	
	
	

	
	Ⅱ．借入金
	
	
	
	

	
	Ⅲ．その他の収入
	
	
	
	

	
	(小計)
	
	
	
	

	
	Ⅳ．補助金交付申請額
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	



（２）借入金等の調達方法

８　　申請者の概要
（１）申請者名（法人番号）　			
（２）資本金　　　　　　　　　　			　　　千円
（３）従業員数（うち研究開発部門従事者数）　　　　	名（　　　名）
（４）大企業･中堅・中小・ベンチャー企業の種別	
（５）会計監査人名
（６）現在の主要事業内容（主な製品等）

９　　補助事業に係る連絡先
担当者所属	
役職・氏名	
郵便番号、住所	
電話番号		
ＦＡＸ番号	
Ｅメールアドレス

（注）
　　この申請書には、「会社概要（添付資料１）」及び「事業化実施計画（添付資料２）」を添付すること。
　　


（添付資料１）
会　社　概　要

１．会社概要
（１）申請者
法人名
法人番号
住所
電話番号
法人の履歴

（２）設立年月
　　　　　年　月

（３）資本金及び主たる株主
· 資本金　　　　　千円
· （対象ラウンド前）株主（上位５者）
株主	１．　　　　（持株比率　○○％）
	２．　　　　（持株比率　○○％）
	３．　　　　（持株比率　○○％）
	４．　　　　（持株比率　○○％）
	５．　　　　（持株比率　○○％）

最終資金調達時の株価：　　　　　　　　　円/株　
その時点の時価総額：　　　　　　　　　　　円

· (対象ラウンド後想定）株主（上位５者）
株主	１．　　　　（持株比率　○○％）
	２．　　　　（持株比率　○○％）
	３．　　　　（持株比率　○○％）
	４．　　　　（持株比率　○○％）
	５．　　　　（持株比率　○○％）

※上記株主のうち、法人株主について、以下の表に記入してください。
	株主企業名
	大企業・中小企業区分
	資本金額
（千円）
	従業員数
（人）
	売上高
（百万円）
	主たる業種

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



VC・事業会社からの投資実績・予定

	出資または融資を受けた日または予定
（年月日）
	名称
	出資額または融資額
（千円）
	取得株数
（出資の場合）
	特記

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	



（４)従業員数
　　　　　　人(内訳　経営者：　　人、従業員：　　人、パートタイム：　　人)

(５)  決算日
　　　　　月　　日



（添付資料２）
事　業　化　実　施　計　画　書
Ⅰ．事業概要（エグゼクティブサマリー）

Ⅱ．事業化実施計画詳細
１．想定する市場とソリューション

２．技術開発
（１）ソリューションのコアとなる技術シーズ
（２）これまでの開発と事業化までの技術開発課題
（３）コア技術の強みおよび参入障壁の確保
	特許の名称
（最新状況）
	出願番号（出願日）
（公開、公告、登録のうち最新のもの）
	出願人
	発明者
	係争の
有無

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



３．事業戦略
（１）事業化時のビジネスモデル（PSF/PMSの絵姿、収益性の確保、販売戦略）
（２）事業体制
①事業体制図
（NEDO事業期間中から役割を担う連携先は、名称の前に「◎」印を入れてください。）

②事業目的達成に不可欠な貢献者とその役割
	貢献者名
	役割
	実施内容

	
	
	



③その他の連携先
	連携先
	役割
	実施内容

	
	
	



④海外技術実証
	実施主体
	役割分担
	実施内容

	
	
	



⑤事業体制構築のための活動内容

（３）中長期的課題と達成のための戦略とタイムフレーム

	[bookmark: _Hlk127180926]
	期間１：
製品やサービスが初期市場における特定の対象者の課題を解決するまで

	期間２：
製品やサービスが主要市場における対象者の課題を解決し、継続的な収入確保に必要な要件を満たすまで（または商用生産を開始するまで）
	期間３：
エグジットまで

	課題
	
	
	

	達成のための戦略（事業価値増加ケースを含む）
	
	
	

	タイムフレーム
	
	
	



（４）必要資金と調達計画
	年月
	
	
	
	

	資金調達ラウンド名
	
	
	
	

	資金使途
	
	
	
	

	主な出資者名
	
	
	
	

	調達金額
1 出資金
2 補助金
（内、NEDO DTSU基金）
	
	
	
	

	ラウンド組成の中心
（ﾘｰﾄﾞVC名、事業会社名、自社など） 
	
	
	
	

	時価総額（調達後）
	
	
	
	




（５）売上および利益計画

Ⅲ． 補助事業期間の研究開発

１．補助事業期間の研究開発目標と達成手段
（１）会社全体目標

[bookmark: _Hlk127290767]（２）研究開発項目毎の目標と達成手段

２．委託・共同研究先の研究テーマ及び内容

３．補助事業期間中の研究開発日程
	事業項目
	N1年度

	
	第1
四半期
	第2
四半期
	第3
四半期
	第4
四半期

	

	
	
	
	



	事業項目
	N2年度

	
	第1
四半期
	第2
四半期
	第3
四半期
	第4
四半期

	

	
	
	
	



	事業項目
	N3年度

	
	第1
四半期
	第2
四半期
	第3
四半期
	第4
四半期

	

	
	
	
	



４．補助事業における研究開発体制
（１）研究開発体制図
　【補助先】
XXXX株式会社
YYYY株式会社



　【共同研究先】



（２）各組織の役割（学術機関または事業会社と共同研究を行う場合のみ記載してください）
①提案者の役割

②委託先及び共同研究等の相手先の役割と協力項目

③本補助事業に関わる共同研究等の成果の取扱い（特に知的財産権の帰属）

５．補助先における研究体制（別紙１）

６．委託先及び共同研究先における研究体制（別紙１）

７．委員会等における外部からの指導又は協力者（別紙１）

８．補助事業に要する費用の内訳等
（１）全期間総括表（別紙２）
（２）補助先、研究分担先、分室総括表（別紙２）
（３）委託先、共同研究先総括表（別紙２）
（４）項目別明細表（別紙２）

Ⅳ．前回の補助事業期間目標の達成度合い（ステージゲート審査のみ）
１．前回の補助事業期間目標と設定理由

２．前回の補助事業期間目標の達成度合いとその理由
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image3.emf
別紙１

委員会等における外部からの指導又は協力者

ア．×××委員会における登録委員

氏名 所属 役職

イ．有識者からの指導・助言等

氏名 所属 役職 指導・助言等の内容
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（１）全期間総括表

補助事業の名称：・・・・・・技術開発

補助先名 委託先名・共同研究先名 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

0 0 0 0

うち委託 　株式会社□□ (0) (0) (0) (0)

うち委託 　株式会社◇◇ (0) (0) (0) (0)

うち共同研究学校法人▽▽大学 (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0

うち委託 　株式会社○○○○ (0) (0) (0) (0)

うち委託 　株式会社×× (0) (0) (0) (0)

うち共同研究学校法人△△△大学 (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0

0 0 0 0

＜＊補助率　○／○＞

【研究分担先、分室がある場合の記載例】

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

※機関、年度毎に「補助対象費用」を記入してください。

全期間総括表

１．●●●●株式会社

　＊補助金の額

２．株式会社★★★

合計（１．＋２．）

（単位：円）

４．財団法人▲▲▲（全体）

　（１）財団法人▲▲▲

　（２）分室：・・・・・・株式会社

３．◆◆◆◆技術研究組合（全体）

　（１）◆◆◆◆技術研究組合

　（２）分担先：株式会社・・・・
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（２）補助先、研究分担先、分室総括表

補助事業の名称：・・・・・・技術開発

●●●●株式会社

（単位：円）

項目 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

Ⅰ．機械装置等費 0 0 0 0

　１．土木・建築工事費 0

　２．機械装置等製作・購入費 0

　３．保守・改造修理費 0

Ⅱ．労務費 0 0 0 0

　１．研究員費 0

　２．補助員費 0

Ⅲ．その他経費 0 0 0 0

　１．消耗品費 0

　２．旅費 0

　３．外注費 0

　４．諸経費 0

Ⅳ．委託費・共同研究費 0 0 0 0

　１．委託費・共同研究費 0

　２．学術機関等に対する共同研究費 0

合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0 0

　＊補助金の額 0 0 0 0

＜＊補助率　○／○＞

※項目毎に「補助対象費用」を記入してください。

　補助先総括表

※Ⅳ．委託費・共同研究費の補助先がＮＥＤＯへ計上する補助対象費用は、消費税抜き額になります。
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（３）委託先、共同研究先総括表

補助事業の名称：・・・・・・技術開発

株式会社□□

（単位：円）

項目 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

Ⅰ．機械装置等費 0 0 0 0

　１．土木・建築工事費 0

　２．機械装置等製作・購入費 0

　３．保守・改造修理費 0

Ⅱ．労務費 0 0 0 0

　１．研究員費 0

　２．補助員費 0

Ⅲ．その他経費 0 0 0 0

　１．消耗品費 0

　２．旅費 0

　３．外注費 0

　４．諸経費 0

小計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 0 0 0 0

Ⅳ．間接経費 0

合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0 0

消費税及び地方消費税 0

総計 0 0 0 0

＜補助率　○／○＞

※学術機関等に対する委託費・共同研究費の場合は「間接経費」が積算可能です。

委託先／共同研究先総括表

※補助先がＮＥＤＯへ計上する補助対象費用は、消費税抜き額になります。（ただし、委託契約は消費税の

課税取引となりますので、補助先と委託先の関係では「総計」にて契約します。）
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補助事業に要する経費 補助対象費用 補助金の額（円）

Ⅰ．機械装置等費 0 0

　１．土木・建築工事費 0 0

○○土木・建築工事費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

0 0

○○製作設計費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

○○製作加工費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

○○試験装置　一式 ＝ 0

○○評価装置　一式 ＝ 0

○○作成装置　一式 ＝ 0

　３．保守・改造修理費 0 0

○○装置改造費　一式 ＝ 0

○○装置保守費　一式 ＝ 0

Ⅱ．労務費 0 0

　１．研究員費 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0

　２．補助員費 0 0

＠ 円 × 日 ＝ 0 0

Ⅲ．その他経費 0 0

　１．消耗品費 0 0

○○薬品　一式 ＝ 0

○○実験器具　一式 ＝ 0

　２．旅費 0 0

　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 0

海外旅費一式 ＝ 0

　　(2)専門家旅費 海外旅費一式 ＝ 0

　３．外注費 0 0

○○ソフト開発外注 ＝ 0

　４．諸経費 0 0

　　(1)機械リース料 ＠ 円 × ヶ月 ＝ 0 0

　　(2)委員会費 委員謝金一式 ＝ 0

委員旅費一式 ＝ 0

＝ 0

Ⅳ．委託費・共同研究費 0 0

　１．委託費・共同研究費

株式会社□□ ＝

　２．学術機関等に対する共同研究費

学校法人▽▽大学 ＝

合計(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0

<補助率　2/3>

※補助先がＮＥＤＯへ計上する補助対象費用は、消費税抜き額になります。

※補助金の額は、Ⅰ～Ⅳ１．委託費・共同研究費の合計に補助率を乗じ、千円未満を切り捨てた金額に、Ⅳ２．学術機関等に対する共同研究費を加算した額を記載してく

ださい。

項目別明細表（補助先用）

　２．機械装置等製作・購入費



（４）●●●●株式会社　項目別明細表(20  年度）



積算基礎（円）
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補助事業に要する経費 補助対象費用 補助金の額（円）

Ⅰ．機械装置等費 0 0

　１．土木・建築工事費 0 0

○○土木・建築工事費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

0 0

○○製作設計費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

○○製作加工費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

○○試験装置　一式 ＝ 0

○○評価装置　一式 ＝ 0

○○作成装置　一式 ＝ 0

　３．保守・改造修理費 0 0

○○装置改造費　一式 ＝ 0

○○装置保守費　一式 ＝ 0

Ⅱ．労務費 0 0

　１．研究員費 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0

　２．補助員費 0 0

＠ 円 × 日 ＝ 0 0

Ⅲ．その他経費 0 0

　１．消耗品費 0 0

○○薬品　一式 ＝ 0

○○実験器具　一式 ＝ 0

　２．旅費 0 0

　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 0

海外旅費一式 ＝ 0

　　(2)専門家旅費 海外旅費一式 ＝ 0

　３．外注費 0 0

○○ソフト開発外注 ＝ 0

　４．諸経費 0 0

　　(1)機械リース料 ＠ 円 × ヶ月 ＝ 0 0

　　(2)委員会費 委員謝金一式 ＝ 0

委員旅費一式 ＝ 0

＝ 0

Ⅳ．間接経費 （Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）×0% 0 0

合計Ａ(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0

消費税及び地方消費税 合計Ａ×10% 0

合計Ｂ（Ａ+消費税及び地方消費税） 0

<補助率　2/3>

項目別明細表（委託・共同研究先用）



（４）株式会社□□　項目別明細表(20  年度）



　２．機械装置等製作・購入費

積算基礎（円）

※学術機関等に対する委託費・共同研究費の場合は「間接経費」が積算可能です。

※補助先がＮＥＤＯへ計上する補助対象費用は、消費税抜き額になります。（ただし、委託契約は消費税の課税取引となりますので、補助先と委託先の関係では合計Ｂに

て契約します。）

※「補助金の額」には、様式第１に記述の補助率に従い、「補助対象費用の合計Ａ」に補助率を乗じて千円未満を切り捨てた金額を記入してください。ただし、学術機関等

に対する共同研究費の場合は、「補助金の額」に「補助対象費用の合計Ａ」と同額の金額を記入してください。
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補助先における研究体制 別紙１

補助先名

主任研究者 フリガナ

　

経理責任者 フリガナ

事業

担当窓口

電話 FAX E-mail

検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所①

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　　

　 　

研究実施場所②

主任研究者 フリガナ

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

研究分担先名／

分室名

主任研究者 フリガナ

経理責任者 フリガナ

研究実施場所

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

氏　名 所属・役職

　 　

　

　氏　名 　所属・役職

　 　

　

　

氏　名 所属・役職

　



　

氏　名 所属・役職

　



　

　



　

氏　名 e-Rad研究者番号 　所属・役職



　 　



　

　

　

氏　名 　所属・役職



氏　名 　e-Rad研究者番号 　所属・役職



　 　

氏　名 　所属・役職

　 　



　

氏　名 　所属・役職



　

　

　

氏　名 e-Rad研究者番号 　所属・役職
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委託先及び共同実施先における研究体制 別紙１

委託先名

業務管理者 フリガナ

　

経理責任者 フリガナ

事業

担当窓口

電話 FAX E-mail

契約・検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

   

   

   

   

   

   

委託先名

業務管理者 フリガナ

 

経理責任者 フリガナ

事業

担当窓口

電話 FAX E-mail

契約・検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

 

 

 

氏　名 　所属・役職

　

氏　名 　所属・役職

　 　

　 　

　

　

氏　名 所属・役職

氏　名 e-Rad研究者番号 所属・役職

　



　

　

氏　名 所属・役職

　



　

　

　



氏　名  所属・役職



 

氏　名  所属・役職

   

   

 

 

氏　名 所属・役職

氏　名 e-Rad研究者番号 　所属・役職

 



 

 

氏　名 所属・役職

 



 

 

 


